
行動変容プログラムの推進
骨粗鬆症対策 / ロコモ予防（フレイル予防を含む）

地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所

R8.6.4 令和8年度保健事業担当者に対する事業説明会　【資料5】



行動変容プログラムの推進
[ロコモ予防（フレイル予防を含む）]
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本日の報告事項

• 事業の概要

• 令和7年度の実施内容

• 令和7年度の実施結果

• 令和8年度の予定

• 今後の目標など

ロコモ予防（フレイル予防を含む）について
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ロコモティブシンドローム（ロコモ）

• 運動器の障害によって、移動機能の低下を来した状態

引用：運動器のしくみ｜公益社団法人 日本整形外科学会
https://www.joa.or.jp/public/about/locomotorium.html

フレイル・ロコモのグランドデザイン 日本医事新報社

2025/11/28 保健事業担当者に対する研修会 神戸学院大学 柿花 宏信先生 医学講座資料を基に編集
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骨量について

• 人生最大の骨量に達するのは、女性は15～18歳頃、男性は20歳前後

引用： 公益財団法人 骨粗鬆症財団 https://www.jpof.or.jp/osteoporosis/tabid249.htmlより。図は、大阪健康安全基盤研究所で作成。

年齢による骨量の変化（概念図）

4



筋肉量について

• 全身の筋肉量は、男性で40歳頃まで微量に増加した後に減少し、
女性では50歳頃までほぼ横ばいで推移した後に減少
下肢の筋肉量は、男女とも20歳代より減少

引用： 日本老年医学会雑誌 47巻1号(2010:1)「日本人筋肉量の加齢による特徴」 https://www.jstage.jst.go.jp/article/geriatrics/47/1/47_1_52/_pdf。 図は、表１を参考に、大阪健康安全基盤研究所で作成。

全身筋肉量 下肢筋肉量
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引用： 日本整形外科学会：ロコモティブシンドローム予防啓発公式サイト ロコモオンラインhttps://locomo-joa.jp/locomo#section01。
図は、大阪健康安全基盤研究所で作成。
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運動器が原因の
身体的フレイル≒ロコモ度３

高齢者
年齢

※面積は該当者数を表すものではありません。

引用：日本サルコペニア・フレイル学会誌2:6ｰ12、2018

フレイルから見た ロコモとの関係 ロコモと身体的フレイルの関係 （イメージ図）

ロコモとフレイルとの関係
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※面積は該当者数を表すものではありません。

ロコモと身体的フレイルの関係 （イメージ図）

ロコモ予防（フレイル予防を含む）取組みについて

運動器の１つである

骨量は 20歳頃から

筋肉量は４０歳代

から減っていきます。

運動器（骨量・筋肉量）について

高齢者になる前そして高齢者になってからも、早く普及啓発し対処することが重要である。

引用： 日本整形外科学会：ロコモティブシンドローム予防啓発公式サイト ロコモオンラインhttps://locomo-joa.jp/locomo#section01。
引用： 折茂肇監修,骨粗鬆症 検診・保健指導マニュアル第2版, p.2

日本老年医学会雑誌 47巻1号(2010:1)「日本人筋肉量の加齢による特徴」
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大阪府における
ロコモティブシンドロームの認知度・理解度

42.5%

47.6%

44.0%

47.1%

49.2%
44.7%

42.2%
40.8% 41.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

17.5%
20.1% 19.9% 19.0%

20.9% 20.7%
18.9%

16.9%
18.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

出典 H27～R5：公益財団法人 運動器の健康・日本協会 「ロコモティブシンドローム認知度調査」https://www.bjd-jp.org/locomotive-syndrome より

「ロコモティブシンドローム」の認知度
[言葉は聞いたことがある]

「ロコモティブシンドローム」の理解度
[言葉の意味も知っている]
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汎用性の高い行動変容プログラム(第二期)案
の実施予定内容と各年度スケジュール

令和６年度～令和８年度の３か年度で、「現状把握」、
「効果的な取り組み推進につながるプログラムの検討」、
「プログラムの提案、実施の推進と、取り組みの効果検証」を行う。

〔R6年度〕
• 市町村の取組みについての現状を把握する。プログラム案を作成し、

提示する。

〔R7年度〕
• モデル市町村を選定。
• プログラム案をモデル的に実施し、効果測定を行う。

〔R8年度〕
• R6～7年度の取組みを踏まえ、プログラムをとりまとめる。
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本日の報告事項

• 事業の概要

• 令和7年度の実施内容

• 令和7年度の実施結果

• 令和8年度の予定

• 今後の目標など

ロコモ予防（フレイル予防を含む）について
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令和7年度の実施結果

1. ロコモ予防（フレイル予防を含む）についての取組状況

2. モデル実施（田尻町）

3. 汎用性の高い行動変容プログラム(第二期・案)の検討内容

【報告書掲載ページ】
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

（令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書）
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ロコモ予防（フレイル予防を含む） ― 実態調査の報告

• 大阪府内の市町村の保健事業の取組実態の把握や、
進捗状況の経年的な見える化のため、また、好事例を収集し、
市町村の保健事業への支援に活かすことを目的に実施した。

• 調査の概要は、以下の表の通り。

内容項目

大阪府内市町村の骨粗鬆症対策、ロコモ予防の取組状況の実態把握目的

市町村健康増進事業担当課
（国民健康保険担当課等との調整による回答も含む）

対象

【2025年度実施】R6年度_骨粗鬆症対策・ロコモ予防に関する取組実態把握の調査調査名

2025年7月15日～2025年8月8日 [最終確認期限：2025年12月末]期間

• アンケート回答様式（Excelファイル）をメールに添付し、市町村担当課へ送信
• メールにて大阪健康安全基盤研究所疫学解析研究課へ提出

方法

府内全43市町村（回答率：100.0％）回答状況
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実態調査の結果について

• 発表スライド
- 資料内容は、2025年12月末に集められた43市町村の回答の一部を紹介します

- 複数回答可 の設問結果を棒グラフ
複数回答不可の設問結果を円グラフにしました。

- グラフの数字は、「市町村数（割合）」または「市町村数」を意味します。

• 詳しい内容は、大阪健康安全基盤研究所ホームページに掲載の
報告書をご覧ください。

【報告書掲載ページ】
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

（令和6年度 「行動変容プログラムの推進」報告書）
（令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書）
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37 （86.0％）

6 （14.0％）

実施あり 実施なし

■事業実施ありと回答した市町村数は３７(86.0%)。

ロコモ予防を目的とした事業の実施体制

（割合の分母 43市町村）

29 

(70.7%)

12 

(29.3%)

[参考]令和5年度

ロコモ予防を目的とした事業の実施体制

実施あり 実施なし

（割合の分母 41市町村）
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■「（2）介護予防事業での実施」が、実施市町村数と事業数ともに最も多い。

（割合の分母 4３市町村）

ロコモ予防を目的とした事業の実施体制（事業別）

12 (27.9%)

1 (2.3%)

4 (9.3%)

26 (60.5%)

（１）健康増進事業での実施

1つ 2つ 3つ以上 実施なし

13 (30.2%)

5 (11.6%)
8 (18.6%)

17 (39.5%)

（２）介護予防事業での実施

1つ 2つ 3つ以上 実施なし

3 （7.0％）

4 (9.3%)

36 (83.7%)

（３）健康増進事業と介護予防事業の両方

1つ 2つ 3つ以上 実施なし

10 (23.3%)

2 (4.7%)

31 (72.1%)

（４）その他の事業での実施

1つ 2つ 3つ以上 実施なし
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37 （86.0％）

6 （14.0％）

実施あり 実施なし

■事業実施ありと回答した市町村数は３７(86.0%)。

ロコモ予防を目的とした事業の実施体制（再掲）

（割合の分母 43市町村）
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■高齢者のみを対象にした事業が最も多い
（割合の分母 37事業数）

各市町村で特に重点を置いて取り組んでいるロコモ予防事業

―対象者の限定

8 (21.6%)

29 (78.4%)

対象者の限定なし(住民全員） 対象者の限定あり

その他の回答内容: 決まった条件下で「いきいき百歳体操」等を実施しようとするグループ、 運動制限のない住民、在住・勤務者、基本チェックリスト該当者、介護保険要支援認定者

子ども（17歳以下）、成人（18～64歳）、高齢者（65歳以上）

20 (54.1%)

7 (18.9%)

1 (2.7%)

5 (13.5%)

0 5 10 15 20

年齢（高齢者のみ）

年齢(成人～高齢者)

年齢(子ども～高齢者)

その他
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（案）

各市町村でのロコモ予防事業について ―課題・アピールポイント

■課題・アピールポイントともに実施体制の工夫に関する課題が最も多い。※

※ 各市町村からの回答内容を基に、担当者が分類分けをした結果。 複数項目内容あり

３市町村１市町村２市町村１市町村１市町村7市町村１市町村４市町村回答 17市町村中課題

２市町村１市町村３市町村７市町村１市町村４市町村回答 １５市町村中アピールポイント
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各市町村でのロコモ予防事業について ―課題

「実施体制の工夫」に関する回答内容(抜粋)

• 他イベントに出向き実施しているため、年間開催数が確約されていない。

• 会場までの交通手段がない方、バス停が遠い、バスの時間が合わない等の理由で来所が困難な方への

対策。

認知症の症状がある方が増えているため、スタッフが対応に追われ、人員配置が課題。

• 代表者の高齢化により代表者交代や閉鎖の会場も出てきている。近所に体操を実施していない地域も

あり、立ち上げ支援や1回限りの補助金も実施しているが、代表者に手上げに難を示す地域もある。

自主グループのため参加者を町会限定に設定する等、近所でも通えない市民もおり、さらに多くの会

場立ち上げが必要な状況である。

• 地域で活動しているボランティアの減少。新規参加者の獲得が難しい。

• 毎年同じ人の参加が多い。新規参加者を募集できるよう幅広い周知に努めていきたい。

• 前期高齢者や男性の参加者を増やすこと。

• 高齢介護室の事業において、前期高齢者・男性の参加者数が少ない。

配布用
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各市町村でのロコモ予防事業について ―アピールポイント

「実施体制の工夫」に関する回答内容(抜粋)

• 介護予防に資する住民主体の通いの場として、市内7５７か所で百歳体操グループが活動している。本
市では、体操を始めるための物品（おもりやDVD等）の貸出とリハビリテーション専門職の派遣を行い、
百歳体操グループの活動を続けやすくなるよう支援している。

• 年度により対象者、１クールあたりの実施回数、場所を変えて開催している。令和６年度は一般市民へ
は市広報誌で募集し、後期高齢者健診の結果からハイリスク者に案内を送付して参加者を募った。

• 市内に88カ所のいきいき百歳体操が自主グループとして活動しており、年に1回フォローアップで体
操の指導や相談会を実施している。できるだけ多くの人が参加継続できるよう、会場のない地域への
立ち上げ支援も実施している。

• 働く世代も含めた若年層もターゲットに事業を展開している。

• 男性の参加も多く、新規者のみで教室を実施している。継続参加希望（リピーター）はサポーターになっ
てもらっている。

• 理学療法士によるロコトレを中心とした介護予防トレーニングを実施し、参加は身体が軽くなった、動き
やすくなった、気分転換になったとの感想があり、運動の効果を感じている。

• 高齢介護室では、運動機能向上クラス・認知機能向上クラス・生活習慣改善クラス・地域出張型介護予
防教室・おためし「いきいきいずみ体操」5種類のクラスで介護予防（フレイルの視点も含む）教室を実施。

配布用
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まとめ： 令和6年度 取組実態把握の調査

ロコモ予防事業を実施する市町村割合は、令和5年度より増加
令和6年度の市町村実施割合86.0％、 令和5年度の市町村実施割合70.7％。

高齢者層を対象としたロコモ予防事業を中心に展開
すべてのロコモ予防事業・特に重点を置いて取り組んでいる事業ともに、介護予防事業での実施が多い。

住民にとって魅力的な事業になるよう実施体制の工夫を重ねている
ロコモ予防を目的とした事業の課題・アピールポイントへの回答で、「実施体制の工夫」に関する内容が

最も多い。

ロコモ予防に関する普及啓発活動がさらに広まり、府民の健康増進につながることを期待する
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令和7年度の実施結果

1. ロコモ予防（フレイル予防を含む）についての取組状況

2. モデル実施（田尻町）

3. 汎用性の高い行動変容プログラム(第二期・案)の検討内容

【報告書掲載ページ】
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

（令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書）
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モデル市町村を考えるにあたり…

29 (70.7%)

12 (29.3%)

令和5年度 ロコモ予防を目的とした事業の実施体制

実施あり 実施なし

ロコモ予防事業未実施の市町村も
一歩踏み出せるような先行事例の提示をしたい

予算や人員を考慮すると…
「既存事業に併せたロコモ予防事業」の方が良い？

普及啓発の事業を実施するハードルを下げるには、
ロコモ予防事業に近い予防事業に力を入れている
自治体が良い？

2025/11/28 保健事業担当者に対する研修会 資料再掲
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田尻町に、モデル実施の協力をお願いしました。

[引用資料]働く世代からのフレイル予防／大阪府（おおさかふ）ホームページ
https://www.pref.osaka.lg.jp/o100070/kenkozukuri/kenkouzyumyouenshin/index.html

50歳代の女性・
後期高齢者での骨折が高い

(フレイル予防事業の支援を受けた時)

肥満者が多いと指摘あり

町より伺った健康課題などの情報

2025/11/28 保健事業担当者に対する研修会 資料再掲
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町で実施している様々な事業から検討し…

3歳6か月児健康診査の場を活用した
壮年期（25～44歳）を対象とするロコモ予防事業の実施に決定

事業の目標
ロコモ予防の知識の提供を通じて、
保護者の健康管理も大切であるという気づきを促し、
運動習慣の改善（けんしん受診、健康教室参加、運動の機会の向上など）の
行動に結び付ける。

2025/11/28 保健事業担当者に対する研修会 資料再掲
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既存事業に併せたロコモ予防事業事業方法：

3歳6か月児健康診査既存事業内容：

9月17日(水)13時～日時：

田尻町ふれ愛センター場所：

モデル実施について ー概要と方法

• 事業概要

• 方法 （ 当日に実施、 後日に実施）
１） リーフレットを用いたロコモ予防の説明

生活習慣改善を促す事業紹介や受診勧奨

２） 事業実施当日のアンケート （Web）

３） 事業実施後のアンケート   （Web・紙面の併用）

注） 上記の概要版(初案) は、モデル実施時点の内容である。
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モデル実施について ー実施項目とねらい

ねらいモデル事業実施項目

3歳6か月児健康診査の集団説明で、保護者自身の健康管理の大切さを
含んだロコモ予防の説明を行うことにより、普及啓発を行う。

リーフレットを用いたロコモ予防の説明

1)

保護者自身の健康状態の確認や生活習慣改善の促しをするため、
けんしん(健診・検診)受診勧奨や町の運動教室の情報提供を行う。

生活習慣改善を促す事業紹介や受診勧奨

「初めて知った内容」「今後の生活で取り組むことができそうな内容」
などを伺い、情報発信できた内容や保護者の意識が変化した内容を
把握する。

事業実施当日のアンケート2)

事業実施後、一定期間を開けて、「説明を聞いて取り組んだ内容」
「運動習慣の変化」を伺い、保護者の行動に変化があったかどうかを
把握する。

事業実施後のアンケート3)
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モデル事業で使用したリーフレット

(表面) (裏面)
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内容項目

• ロコモ予防普及啓発のモデル事業運営により、町民（保護者）に情報発信できた内容や運動習慣改
善に関する意識の変化を把握する。

• 町民（保護者）の運動習慣やロコモ度など、現状の生活機能の状況を把握する。
目的

9/17(水) 3歳6か月児健康診査に来所の保護者（16名）対象

9/17 『「ロコモ」を知っていますか？』 当日アンケート調査名

• 2025年9月17日～2025年9月22日 （3歳6か月児健康診査当日）
• 2025年9月30日～2025年１０月8日 （プッシュ通知による再勧奨）

期間

• 9/17 3歳6か月児健康診査当日
リーフレットに印字のQRコードを読み取り、Googleフォームで回答

• 9/30 プッシュ通知による再勧奨
たじりっ子アプリのプッシュ通知に記載のURLをクリックし、Googleフォームで回答

方法

• 9/17～9/22 3歳6か月児健康診査当日 2件
• 9/30～10/8 プッシュ通知による再勧奨 １件 合計３件 （回答率：18.８％）

回答
状況

事業実施当日のアンケート ― 調査概要
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事業実施当日のアンケート ー内容

内容質問番号

説明を聞いて初めて知った内容①.

説明を聞いてやってみようと思う内容②.

これまで参加・利用をしたことがある町の事業③.

参加・利用をしようと思う町の事業④.

日常生活における身体活動の量（1日1時間以上）⑤.

ロコモ５ チェックリスト⑥.

詳しい内容は、大阪健康安全基盤研究所ホームページに掲載の報告書をご覧ください。
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書
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結果・考察①： 説明を聞いて初めて知った内容

0 1 2 3

1.  「ロコモ」の言葉や意味

2.  骨量が20歳頃から減っていくこと

3.  筋肉量が40歳代から減っていくこと

4.  運動器の障害が、介護が必要となる原因の第1位であること

5.  町で実施している運動教室（フィットネス教室、健活カラダチェック

会など）があること

6.  町で実施している健診があること

0.  当てはまる項目が、1～6にない

[人]

• 「5.町で実施している運動教室」を初めて知ったと、回答者3名全員が回答。
ロコモ予防に関する運動などの生活習慣作りを促す教室を紹介することができたと示唆される。

• 「2.骨量が20歳頃から減る」「3.筋肉量が40歳代から減る」を初めて知ったと、回答者3名中2名が回答。
運動器（骨量・筋肉量）のピークに関する情報を提供することができたと示唆される。

• 行政への協力や理解の程度が高いと考えられる回答者３名の中で、「0.当てはまる項目が、１～6にない」
を選択した人はいなかった。（回答者の中に、集団説明での話を全て知っている者はいなかった。）

配布用
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結果・考察②： 説明を聞いてやってみようと思う内容

• 「3.日常生活で、今よりも運動をしたり、身体を動かしたりする」に、回答者3名全員が回答。
日常生活で運動量を増やすための意識づくりを促すことができたと考える。

• 「2.座りっぱなしを避けるために立ち上がる」「1.片脚立ちやスクワットをする」に、回答者全員が選択を
しなかった。新たな運動を追加するよりは、現在実施している運動を増やす方が抵抗が少ないことが
伺える。

0 1 2 3

1.  片脚立ちやスクワットをする

2.  座りっぱなしを避けるために、30分に1回は椅子から立ち上が

り、身体を動かす

3. 日常生活で、今よりも運動をしたり、身体を動かしたりする

4.  家族に、今日の説明で聞いた「ロコモ」の内容を伝える

0.  当てはまる項目が、1～4にない

[人]

配布用
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結果・考察③： これまで参加・利用をしたことがある事業

• 「1.一般健診」は全員選択したが、「2.歯科健診」「3. 子宮頸がん検診」は一部の回答者が選択した。
「5.骨粗鬆症検診」や「7.8.運動教室」を選択した回答者はいない。
対象となる健診・検診や町で重点的に紹介をしたい教室があった場合、より丁寧な紹介や周知が必要と
考える。

0 1 2 3

1.  一般健診・健康診断（中学校・高校・大学・短大・専門学校などでの

健康診断を除く）

2.  歯科健診（中学校・高校・大学・短大・専門学校などでの健康診断を除く）

3.  子宮頸がん検診

4.  がん検診（3.以外）

5.  骨粗鬆症検診

6.  町で実施している骨量の測定（5.以外）

7.  町で実施している筋肉量の測定（健活カラダチェック会）

8.  町で実施している運動教室（フィットネス教室）

0.  当てはまる項目が、1～8にない

[人]

配布用
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結果・考察④： 参加・利用をしようと思う事業

• 「6.町で実施している骨量の測定」「7.町で実施している筋肉量の測定」に対して、2名が参加・利用をし
ようとすると回答をした。
集団説明で運動器のピークの説明や運動教室の紹介をしたことにより、保護者の興味を引き起こすこと
につながったと考える。

0 1 2 3

1.  一般健診・健康診断（中学校・高校・大学・短大・専門学校などでの

健康診断を除く）

2.  歯科健診（中学校・高校・大学・短大・専門学校などでの健康診断を除く）

3.  子宮頸がん検診

4.  がん検診（3.以外）

5.  骨粗鬆症検診

6.  町で実施している骨量の測定（5.以外）

7.  町で実施している筋肉量の測定（健活カラダチェック会）

8.  町で実施している運動教室（フィットネス教室）

0.  当てはまる項目が、1～8にない

[人]

配布用
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結果・考察③④の比較： 事業に対する意識の変化※

• これまで利用していなかったが、今後利用したいと気持ちの変化があったと、 「7.町で実施している筋肉
量の測定」に2名が回答した。
子育ての環境下であるため、予約制や定期的に通う事業ではなく、庁舎に体組成計が常設してあり
いつでも筋肉量の計測ができる手軽さが、保護者の関心を高めると考える。

0 1 2 3

1.  一般健診・健康診断（中学校・高校・大学・短大・専門学校などでの

健康診断を除く）

2.  歯科健診（中学校・高校・大学・短大・専門学校などでの健康診断を除く）

3.  子宮頸がん検診

4.  がん検診（3.以外）

5.  骨粗鬆症検診

6.  町で実施している骨量の測定（5.以外）

7.  町で実施している筋肉量の測定（健活カラダチェック会）

8.  町で実施している運動教室（フィットネス教室）

0.  当てはまる項目が、1～8にない

※「これまで参加・利用したことがある事業」に選択をせず、「参加・利用をしようと思う事業」に選択をしたか、個人ごとに確認して人数を数えた。

[人]

配布用
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結果・考察⑤： 日常生活における身体活動の量（1日1時間以上）

• 日常生活で、十分な身体活動の量を確保できているとは言い難い。

• 注釈に記載されている家事、就労、移動などの身体活動量が反映されて
いない可能性も考えられる。

0 1 2 3

1.  毎日

2.  週5～６日

3.  週３～４日

4.  週１～２日

5.  月に３日以下

注釈に記載した内容： 「１日１時間以上の歩行は、１日8,000歩程度以上に相当します。」 「家事・就労・移動なども含みます。」

[引用資料]アクティブガイド－健康づくりのための身体活動・運動ガイド
2023－（アクティブガイド2023）成人版（両面印刷・三つ折り）
https://www.mhlw.go.jp/content/001361383.pdf

[人]

配布用
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結果・考察⑥： ロコモ5

• 3名の回答者の中に、ロコモに相当する人はいなかった。

0 1 2 3

ロコモ度0

ロコモ度1

ロコモ度2

ロコモ度3

[人]

配布用
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まとめ
• 「町で実施している運動教室」について、3名が初めて知ったと回答し、
2名がこれまで利用していなかったが今後利用したいと回答したことから、
運動などの生活習慣作りを促す教室を紹介することができたと示唆される。 （結果・考察①④）※

• 2名が「骨量が20歳頃から減る」「筋肉量が40歳代から減る」ことを初めて知ったと回答し、
3名全員が「日常生活で、今よりも運動をしたり、身体を動かしたりする」と回答したこと
から、今回の集団説明でロコモの普及啓発を一定程度行うことができたと考える。

（結果・考察①②） ※

• 回答者全員のロコモ度は0で非該当であったが、
日常生活における身体活動の量について十分な状況であるとは言い難い。（結果・考察⑤⑥）※

• 子育ての環境下で保護者へ運動習慣の改善を促すにあたり、新たな運動を追加するよりは、
現在実施している運動を増やす方が抵抗が少ないことが伺える。
生活の中で意識する点、今よりも10分多く体を動かす（プラステン）など、
ハードルの高すぎないメッセージや指導を行うことが望ましいと考える。（結果・考察②）※

※16名中3名の回答状況より、結果の解釈には注意を要する。

配布用
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内容項目

• ロコモ予防普及啓発のモデル事業運営により、情報発信をした後の町民（保護者）の運動習慣改善に
関する行動の変化やロコモ度などの状況を把握する。

目的

9/17(水) 3歳6か月児健康診査に来所の保護者（16名）対象

9/17 『「ロコモ」を知っていますか？』 事業実施後アンケート調査名

• 2025年11月7日～2025年11月28日期間

• 11/7 依頼文
※
とアンケート用紙の発送

依頼文とアンケート用紙を自宅に郵送する。回答者は、依頼文に印字のQRコードからGoogle
フォームで回答するか、同封のアンケート用紙で回答するか、どちらか１つを選んで回答する。

※依頼文に、アンケート用紙の回収先が大阪健康安全基盤研究所であることを明記。

• 11/14 電話による回答勧奨
田尻町健康課から、回答者へ電話を実施。
郵送物（依頼文と紙面アンケート）が自宅に届いているかを確認し、アンケート回答の協力を依頼する。

方法

Googleフォームからの回答4件、アンケート用紙からの回答1件 合計５件 （回答率：31.3％）
回答
状況

事業実施後のアンケート ー調査概要

39



事業実施後のアンケート ー内容

内容質問番号

説明を聞いて取り組んだ内容⓵.

日常生活における身体活動の量（1日1時間以上）⓶.

説明を聞いた時からの運動する機会の変化（本人）⓷.

説明を聞いた時からの運動する機会の変化（家族）⓸.

ロコモ５ チェックリスト⓹.

詳しい内容は、大阪健康安全基盤研究所ホームページに掲載の報告書をご覧ください。
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書
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結果・考察⓵： 説明を聞いて取り組んだ内容

[人]

• 回答者5名中2名が、9/17の集団説明を聞いた後、ロコモ予防に関する運動習慣作りの取組みをした。
（「0.当てはまる項目が、１～7にない」を選択した回答者は、3名であった。）

• 回答者2名とも、「2.座りっぱなしを避けるために、30分に１回は椅子から立ち上がり、身体を動かした」
を選択した。壮年期における運動習慣改善の方法は様々あるが、「座位時間の短縮」の行動が、取り組み
やすい方法であることが考えられる。

0 1 2 3 4 5

1.  片脚立ちやスクワットをした

2.  座りっぱなしを避けるために、30分に1回は椅子から立ち上がり、身体を動か

した

3.  日常生活で、今よりも運動をしたり、身体を動かしたりした

4.  家族に、9/17の説明で聞いた「ロコモ」の内容を伝えた

5.  骨量を測定した

6.  筋肉量を測定した

7.  町で実施している運動教室（健活カラダチェック会、健活ウォーキングなど）に

参加した

0.  当てはまる項目が、1～7にない

配布用
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結果・考察⓶： 日常生活における身体活動の量（1日1時間以上）

• 日常生活で、十分な身体活動の量を確保できているとは言い難い。

• 選択肢4,5に回答した人は、就業日以外の余暇時間に、身体活動をして
いる可能性も考えられる。就労の有無、余暇での身体活動の量などの
情報を聞き取る必要性があると考える。

注釈に記載した内容： 「１日１時間以上の歩行は、１日8,000歩程度以上に相当します。」 「家事・就労・移動なども含みます。」

[引用資料]アクティブガイド－健康づくりのための身体活動・運動ガイド
2023－（アクティブガイド2023）成人版（両面印刷・三つ折り）
https://www.mhlw.go.jp/content/001361383.pdf

[人]0 1 2 3 4 5

1.  毎日

2.  週5～６日

3.  週３～４日

4.  週１～２日

5.  月に３日以下

配布用
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結果⓵⓶ からの考察： 説明を聞いて取り組んだ内容

[人]

• 日常生活における身体活動の量が最も低い「5.月に3日以下」の人が、選択肢1,2,3,5,6を選んだ。
ロコモ予防プログラムのポイントである「身体機能を知り身体活動を継続できるようになる」の支援に
つながったことが示唆される。

• 日常生活における身体活動の量が比較的多い「2.週5～6日」の人も、選択肢2を選んだ。
壮年期における生活習慣予防の1つである「座りっぱなしを避ける」支援につながったと考えられる。

• 「0.当てはまる項目が、1～7にない」と回答した3名は、就労の有無、余暇での身体活動量などの情報で
解釈が変わる可能性もあるため、詳細な聞き取りが必要と考える。

0 1 2 3 4 5

1.  片脚立ちやスクワットをした

2.  座りっぱなしを避けるために、30分に1回は椅子から立ち上がり、身体を動かした

3.  日常生活で、今よりも運動をしたり、身体を動かしたりした

4.  家族に、9/17の説明で聞いた「ロコモ」の内容を伝えた

5.  骨量を測定した

6.  筋肉量を測定した

7.  町で実施している運動教室（健活カラダチェック会、健活ウォーキングなど）に参加

した

0.  当てはまる項目が、1～7にない

1.  毎日 2.  週5～６日 3.  週３～４日 4.  週１～２日 5.  月に３日以下

配布用
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結果・考察⓷： 説明を聞いた時からの運動する機会の変化（本人）

• 「3.運動する機会（日数や時間など）は、減った」を選択した回答者は、いなかった。
「2.運動をする機会（日数や時間など）は、変わらない」と、行政への協力や理解の程度も高いと考えられる
回答者5名中4名が回答した。
子育ての環境下の保護者に運動習慣の改善を促す取組みの難しさが窺える。

[人]0 1 2 3 4 5

1.  運動をする機会（日数や時間など）は、増えた

2.  運動をする機会（日数や時間など）は、変わらない

3.  運動をする機会（日数や時間など）は、減った

配布用
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結果⓶⓷ からの考察： 説明を聞いた時からの運動する機会の変化（本人）

• 日常生活における身体活動の量が最も少ない「5.月に3日以下」の人が、「1.運動をする機会（日数や時間
など）は、増えた」と回答した。
対象者の中で優先順位が高い人に、日常生活で運動をする機会を増やすための意識づくりを促すことが
できたと考える。

[人]0 1 2 3 4 5

1.  運動をする機会（日数や時間など）は、増えた

2.  運動をする機会（日数や時間など）は、変わらない

3.  運動をする機会（日数や時間など）は、減った

1.  毎日 2.  週5～６日 3.  週３～４日 4.  週１～２日 5.  月に３日以下

配布用
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結果・考察⓸：説明を聞いた時からの運動する機会の変化（家族）

• 行政への協力や理解の程度も高いと考えられる回答者5名中4名が、 「0.家族に、[ロコモ」の説明を
していない」と回答した。
既存事業（3歳6か月児健康診査）に合わせたロコモ予防の普及啓発で、本人から家族まで、「ロコモ」に
関する情報を広げることは難しいと考えられる。
本人から家族など、より多くの人へ波及させていくためには、ロコモ予防を主とした事業や保健指導な
どの個別支援の場などで、丁寧な説明を行っていく必要性があると考えられる。

[人]0 1 2 3 4 5

1.  家族の運動をする機会（日数や時間など）は、増えた

2.  家族の運動をする機会（日数や時間など）は、変わらない

3.  家族の運動をする機会（日数や時間など）は、減った

0.  家族に、「ロコモ」の説明をしていない

配布用
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結果・考察⓹： ロコモ5

• 5名の回答者の中に、ロコモに相当する人はいなかった。

[人]0 1 2 3 4 5

ロコモ度0

ロコモ度1

ロコモ度2

ロコモ度3

配布用
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まとめ
• ロコモ予防に関する運動習慣作りに取り組んだのは、2名であった。

1名は、日常生活における身体活動の量が月に3日以下と最も少ない人で、ロコトレや座位時間の
短縮の取組みをして、運動する機会の増加につなげていた。
もう1名は、日常生活における身体活動の量が週5～6日と望ましい量には達していなかったが、
座位時間の短縮の取組みをした。
子育てをする保護者の一部で、可能なことから運動習慣改善を取り組む様子が見られた。
9/17の集団説明により、一定程度、ロコモ予防の普及啓発を行えたと考える。

（結果・考察⓵⓶⓷）※

• 運動習慣作りの促しが難しかった回答者3名について、日常生活における身体活動の量は
週1～2日・週3～4日と比較的少なく、運動する機会は9/17集団説明時から変わらなかった。
就労の有無、余暇での身体活動量などの情報により、「運動する機会の変化」や「取り組んだ
内容」に関する回答の解釈が変わる可能性もある。
身体活動・運動の量を把握する場合、より詳細な聞き取りが必要と考える。 （結果・考察⓵⓶⓷）※

• 回答者全員のロコモ度は0で非該当で、ロコモ予防の普及啓発への関心が低い可能性があったが、
運動をする機会（日数や時間など）が増えた回答者がいた。 （結果・考察⓷⓹）※

※16名中５名の回答状況より、結果の解釈には注意を要する。

配布用
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乳幼児健康診査の集団説明におけるロコモの普及啓発について
（田尻町・モデル実施）

• ロコモ予防の普及啓発のモデル実施として、
令和6年度に事業が未実施と報告を受けていた田尻町で、
乳幼児健康診査の集団説明の場を活用して、初めてロコモ予防の普及啓発を行った。

• 事業実施後アンケートより、一部の回答者に、運動習慣作りに取り組んだという回答や運動
する機会が増加したという回答が見られた。モデル事業を通じ、一定程度、ロコモ予防に
関する行動変容につなげることができたと考える。

• 引き続き、町の実情に合わせて、壮年期(25～44歳)の町民（保護者）に向けたロコモ予防の
普及啓発を行い、ロコモ予防の正しい知識を提供し適切な運動習慣を確保するよう促す必要
があると考える。
情報提供内容は、事業当日アンケート結果からも、生活の中で意識する点、今よりも10分
多く体を動かす（プラステン）など、ハードルの高すぎない内容が望ましいと考える。

配布用
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要約[事業実施当日アンケート・事業実施後アンケート 結果と考察]

モデル事業を通じ、一定程度、ロコモ予防に関する行動変容につなげることができたと考える。
※事業実施当日アンケートと事業実施後のアンケートの回答状況より、結果の解釈には注意を要する。

事業実施当日のアンケート (回答状況 16名中3名)

• 説明を聞いて初めて知った内容
‐ 運動器(骨量・筋肉量）のピークの年代 （2名）

‐ 町で実施している運動教室 （3名全員）

• 説明を聞いてやってみようと思う内容
‐ 日常生活で、今よりも運動をしたり、身体を動かしたりする （3名全員）

事業実施後のアンケート (回答状況 16名中5名)

• 説明を聞いて取り組んだ内容
‐ 座位時間短縮の取組みやロコトレなど （日常生活における身体活動の量が月に3日以下の人・1名）

‐ 座位時間短縮の取組み （日常生活における身体活動の量が週5～6日の人・１名）

• 説明を聞いた時からの運動する機会の変化（本人）

‐ 増えた （日常生活における身体活動の量が月に3日以下の人・1名）
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田尻町より －今後の事業展開など

• アンケート調査を合わせて実施することは難しいと考えているが、
ロコモ予防の説明は重要と考えているため、
3歳6か月児健康診査での説明実施に加え、
1歳6か月児健康診査でのリーフレット配布を検討している。

実情に合わせ、可能な事業に併せて実施していくという回答を頂いた。
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成果物 －府内市町村版 ロコモ予防リーフレット

大阪健康安全基盤研究所ホームページより、ダウンロードしてください。
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html 令和7年度 府内市町村版・ロコモ予防リーフレット

一般向け（A4・上半分） 一般向け（A4・下半分）
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成果物 －使用にあたってのお願い

[リーフレットに記載されている文章]

※このリーフレットは、「行動変容プログラムの推進」事業の一環として、
大阪府委託のもと大阪健康安全基盤研究所が作成しました。
（2026年3月）

[各市町村で、編集したリーフレットに記載する文章]

※このリーフレットは、「行動変容プログラムの推進」事業の一環として
大阪府が大阪健康安全基盤研究所に委託し作成したリーフレットを基に、
[市町村名]が編集をしたものです。

各市町村で編集したリーフレットについては、
赤色箇所の文面を必ずご変更ください。
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令和7年度の実施結果

1. ロコモ予防（フレイル予防を含む）についての取組状況

2. モデル実施（田尻町）

3. 汎用性の高い行動変容プログラム(第二期・更新案)

【報告書掲載ページ】
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

（令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書）

54



汎用性の高い行動変容プログラム（第二期・更新案）について

• プログラム(第二期・更新案) について

- 令和6年度、令和7年度の「行動変容プログラムの推進」事業で実施した
実態調査アンケート、研修会、モデル実施などより得られた
重要なポイントを整理して作成したものです。

• 初版と二校の変更箇所を含む詳しい内容は、
大阪健康安全基盤研究所ホームページに掲載の報告書をご覧ください。

【報告書掲載ページ】
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

（令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書）
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ロコモ予防（フレイル予防も含む）プログラムのポイント

住民が自身の身体機能を知り

身体活動を継続できるようになる

例）
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計画 実施（自身の身体機能を知ることを促す） 事後（習慣的な身体活動を促す）
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実
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業
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日
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事
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汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）

ロコモ予防（フレイル予防を含む）

参
加
者
全
体
へ
の
結
果
説
明
・

運
動
に
関
す
る
情
報
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供

個
別
性
の
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る
結
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動
に
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供
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計画 実施（自身の身体機能を知ることを促す） 事後（習慣的な身体活動を促す）

全
体
（集
団
）へ
の
支
援

対
象
者
を
絞
っ
た
支
援

汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）

ロコモ予防（フレイル予防を含む）

ロコモ（フレイルを含む）のリスクの有無を問わず、住民全体を対象に働きかける支援を意味する。
「ポピュレーションアプローチ」の考えに近い

例） 特定健康診査、母子保健事業等既存事業に参加する全員を対象
支援する対象者を絞る条件が年齢のみ (20歳以上など)

各市町村で、ロコモ（フレイルを含む）のリスクが高いと考える条件に絞った対象者に働きかける支援を意味する。
「ハイリスクアプローチ」の考えに近い

例） 後期高齢者健康診査における運動機能項目が2個以上該当の人を対象
要支援認定者を対象
血圧・血糖・脂質の値が保健指導領域以上の人を対象

（案）
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保健事業
実施

アウト
プット
評価

直接
アウトカム
評価

最終
アウトカム
評価

2025/5/26 事業説明会 筑波大学 村木 功 先生 医学講座 資料を基に作成

2) 各市町村での評価指標
[1] アウトプット指標

• ロコモ予防事業の実施数、
参加者数（延べ）

• ロコモ予防事業での測定、
結果説明、運動に関する情報提供
実施数（延べ）

2) 各市町村での評価指標
[２] アウトカム指標

ロコモ予防事業の参加前後で、
運動習慣を主とする生活習慣が

より望ましく変化した
人数（延べ）や割合

３） その他：参考指標①②

運動習慣が全くない状況から
望ましい運動習慣を持つように
変化した住民の数や割合

壮年期・中年期

特定健康診査の標準的な質問票における

運動習慣リスクなしの人数・割合

高年期(高齢者)

後期高齢者健康診査の質問票における

身体的フレイルの人数・割合

ロコモ予防（フレイル予防も含む）の評価（案）
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ロコモ予防（フレイル予防も含む）プログラムにより
期待できる効果

• ロコモ（フレイルを含む）に関する正確な知識を持つ者、

さらに自身の身体機能の状況や機能低下を防ぐ方法を知る者が増え、

住民/対象者のロコモ（フレイルを含む）の認知度や理解度が向上する。

また、事業後に運動を継続することができる事業やサービスが整えられ

案内周知されることにより、

住民/対象者の運動習慣がより望ましく変化していく。
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公的機関で掲載のロコモ予防（フレイル予防を含む）に
関する動画やアプリ

汎用性の高い行動変容プログラム（第二期・更新案）の詳細版に、

ロコモ予防事業実施時の参考となる情報（URL）を

【動画・世代別】 【動画・目的別】 【アプリ】の項目に分けて記載しています。

【報告書掲載ページ】
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/report.epiana.html

（令和7年度 「行動変容プログラムの推進」報告書 ｐ.132-133）
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本日の報告事項

• 事業の概要

• 令和7年度の実施内容

• 令和7年度の実施結果

• 令和8年度の予定

• 今後の目標など

ロコモ予防（フレイル予防を含む）について
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汎用性の高い行動変容プログラム(第二期)案
の実施予定内容と各年度スケジュール

令和６年度～令和８年度の３か年度で、「現状把握」、
「効果的な取り組み推進につながるプログラムの検討」、
「プログラムの提案、実施の推進と、取り組みの効果検証」を行う。

〔R6年度〕
• 市町村の取組みについての現状を把握する。プログラム案を作成し、

提示する。

〔R7年度〕
• モデル市町村を選定。
• プログラム案をモデル的に実施し、効果測定を行う。

〔R8年度〕
• R6～7年度の取組みを踏まえ、プログラムをとりまとめる。
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【汎用性の高い行動変容プログラム(第二期) ・市町村アンケート】
取組実態把握調査について

•今年度の夏頃に、市町村の取組みをモニタリングし、

効果的な取組みを検討するためのアンケートを実施。

•アンケート内容より、各市町村へのヒアリングを実施予定。

趣旨をご理解いただき、
アンケートへのご回答のご協力をよろしくお願いいたします。
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今後の目標

2035年度目標現在の取組状況項目

210人
＜人口千対＞

238人 (R4)
＜人口千対＞

ロコモティブシンドロームの減少
（足腰に痛みのある高齢者の人数）（65歳以上）

30

【データの出典】国民生活基礎調査

 2035（R17）年度目標を達成するためには、
ロコモ予防事業の実施数、参加者数を増やし、ロコモの認知度や理解度を高める必要がある。

 2026（R8）年度、汎用性の高い行動変容プログラム(第二期)が完成してからも、
事業実施数の向上のための情報集約や事業未実施市町村への支援を行い、
２０２９（R11）年度までに、府内43市町村でロコモ予防を目的とした事業を実施できる体制をめざす。

第4次大阪府健康増進計画での「行政などが取り組む数値目標」

29 

(70.7%)

実施あり 実施なし

（割合の分母 41市町村）

３７

(86.0%)

実施あり 実施なし

（割合の分母 4３市町村）

43

(100%)

実施あり

2023（R5）年度 ロコモ予防事業の取組状況 202４（R６）年度 ロコモ予防事業の取組状況 [目標] 202９（R11）年度 ロコモ予防事業の取組状況

（割合の分母 4３市町村）
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汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）のご理解、

事業に関する聞き取りなどのご協力をお願いします。

ご清聴ありがとうございました。
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